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国名 残高（単位:億円）

1 インド 20,053

2 ベトナム 15,389

3 インドネシア 14,781

4 中華人民共和国（※） 11,417

5 フィリピン 7,417

6 パキスタン 6,058

7 バングラデシュ 4,824

8 タイ 4,344

9 スリランカ 3,738

10 イラク 3,316

（※） 中華人民共和国への新規円借款供与は、2007年12月をもって終了しています。

有償資金協力出融資残高（※） 地域別有償資金協力承諾額（累計）（2017年度末時点）

分野別有償資金協力承諾額（累計）（2017年度末時点）

有償資金協力の業務実績：2017年度‐有償資金協力残高

年度 2013年度末 2014年度末 2015年度末 2016年度末 2017年度末

合計 114,156 115,458 118,254 120,293 123,921

円借款 113,490 115,038 117,825 119,611 122,968

海外投融資 666 422 429 682 953

（※）債権管理上の実績値であり、独法会計基準に基づく決算値と計上方法が異なります。

有償資金協力残高上位10ヵ国 （2017年度末時点）
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有償資金協力の業務実績： 2017年度‐有償資金協力承諾額、貸付実行額

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

7,498 8,279 9,715 9,046 11,385

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

9,858 10,159 22,609 14,858 18,884

国名 承諾額（単位：億円）

1 インド 3,984

2 国際開発協会（IDA） 2,924

3 バングラデシュ 1,782

4 フィリピン 1,299

5 ミャンマー 1,278

6 インドネシア 1,272

7 国際復興開発銀行（IBRD） 1,000

8 イラク 788

9 アフリカ開発基金（AfDF） 736

10 ベトナム 618

（単位：億円）

有償資金協力承諾額 （単位：億円） 円借款承諾額上位10ヵ国 （2017年度）

有償資金協力貸付実行額 （単位：億円）
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業務実績：2017年度有償資金協力承諾案件一覧

2017年度円借款新規承諾案件（52件）、ドル建て借款新規承諾案件（1件）、海外投融資新規承諾案件（6件）

バングラデシュ

ベトナム

コスタリカ
グアナカステ地熱開発セクターローン（ボリンケンI地
熱開発事業）

パキスタン
イスラマバード・ブルハン送電網増強事業（フェーズ１）

カンボジア

東南アジア

南アジア

アフリカ

中南米・カリブ

2017年度有償資金協力承諾国（地図）
ケニア

ミャンマー
水力発電所改修事業
農業所得向上事業
中小企業金融強化事業（フェーズ2）
ヤンゴン・マンダレー鉄道整備事業（フェーズ2）（第一期）
住宅金融拡充事業
ティラワ経済特別区（Zone B区域フェーズ1) 開発事業

エジプト

カメルーン
ヤウンデーブラザビル国際回廊整備
事業（ミントム‐レレ間）

ホアラック科学技術都市振興事業（II）
ベンチェ省水管理事業
ビエンホア市下水排水処理施設事業（第１ステージ）
コーヒーバリューチェーン強化事業

アフリカ開発銀行

アフリカ開発基金

国際開発協会

国際復興開発銀行

カチプール・メグナ・グムティ第2橋建設及び既存橋改修事
業（II）

マタバリ超々臨界圧石炭火力発電事業（III)
小規模水資源開発事業（フェーズ2）
ハズラット・シャージャラール国際空港拡張事業（第一期）
ダッカ地下変電所建設事業
ダッカ都市交通整備事業（1号線）（E/S）
モヘシュカリ浮体式LNG貯蔵再ガス化設備運営事業

モンバサ港周辺道路開発事業（第二
期）

オルカリアI一、二及び三号機地熱
発電所改修事業

スリランカ
カル河上水道拡張事業（第一期)

復興地域における地方インフラ開発事業

チュニジア

イラク

シハヌークビル港新コンテナターミナル整備事業

インド
ムンバイ・アーメダバード間高速鉄道研修施設建設
事業

貨物専用鉄道建設事業（電気機関車調達）
グジャラート州投資促進プログラム
グジャラート州アラン及びソシヤ地区シップリサイクル
環境管理改善事業

 アンドラ・プラデシュ州灌漑・生計向上事業（フェーズ
2）（第一期）

ベンガルール上下水道整備事業（フェーズ3）（第一
期）

北東州道路網連結性改善事業（フェーズ2）
 チェンナイ海水淡水化施設建設事業（第一期）
ムンバイメトロ3号線建設事業（第二期）
 ヒマーチャル・プラデシュ州森林生態系保全・生計改
善事業

 チェンナイ都市圏高度道路交通システム整備事業

黒字 円借款案件 青字 海外投融資案件

赤字 ドル建て借款

中東

スファックス海水淡水化施設建設事業

人材育成事業（エジプト・日本教育パー
トナーシップ）

エジプト・日本学校支援プログラム(エ
ジプト・日本教育パートナーシップ）

ハルサ発電所改修事業（フェーズ2）
電力セクター復興事業（フェーズ3）
財政改革開発政策借款（Ⅱ）

フィリピン
カビテ州産業地域洪水リスク管理事業
幹線道路バイパス建設事業(III)

マニラ首都圏地下鉄事業（フェーズ1）（第一期）
マニラ首都圏西地区上水道無収水対策事業

ニカラグア
 リオ・ブランコ－シウナ間橋梁・国道整備事業

ジャマイカ
エネルギー管理及び効率化事業

ルワンダ
ンゴマ－ラミロ区間道路改良事業

ブルキナファソ
グンゲン-ファダングルマ間道路整備
事業

インドネシア
パティンバン港開発事業（第一期）
ガジャマダ大学産学連携施設整備事業
再生可能エネルギー・インフラ促進ファシリティ

モンゴル
財政・社会・経済改革開発政策借款

アフリカの民間セクター開発のための共同イニシアティブの下での民間セクター支援融資（VII）

アフリカ開発基金第14次増資のための借款

国際開発協会第18次増資のための借款

国際譲許的融資制度の枠組みを通じたヨルダン，レバノンその他の中東及び北アフリカ地域の中所
得国支援のための借款

ヨルダン
ムワッカル太陽光発電事業
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http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/yosan.html

日本のODA一般会計予算の推移
（億円、1978-2018）

開発途上国に対する資金フローは、
特に過去20年で民間資金量がODAを
3倍近くに。この流れは不可逆。

JICA事業の原資であるODA予算は
1997年を境に減少。財政状況に鑑み、
今後も大幅な増加は見込まれない

http://www.oecd.org/dac/stats/beyond-oda.htm)

開発途上国向け資金フロー推移
（十億米ドル、2000-15）
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2030アジェンダとSDGs (2015)

途上国・新興国の声を反映し、「繁栄」「成長」の礎となるインフラの重
要性に改めて光があたる契機となった。また、ESG投資の本格化を踏
まえ、民間企業の開発途上国への投資意欲が急速に高まっている。

SDGs達成のために、2016-30年で年平均3.9兆ドルの投資需要。
現在は1.4兆ドル水準であり、追加的に2.5兆ドルが求められる。
「ケタ違い」な資金需要と、公的資金による動員・触媒効果に注目。

ADB "Meeting Asia's Infrastructure Needs“ (2017) 

2016-30年にアジア太平洋諸国が現在の成長を維持するためには、
年平均1.5兆ドル、期間全体で総額22.6兆ドルのインフラ投資が必要。

気候変動の緩和や適応へ対策を含めると、年平均1.7兆ドル、総額
26兆ドルを超える需要あり。

地域別 セクター別

中央アジア 492 電力 11,689

東アジア（中国含む） 13,781 運輸 7,796

南アジア 5,477 通信 2,279

東南アジア 2,759 上下水 787

大洋州 42

アジア・大洋州合計 22,551 全セクター合計 22,551

ADB：アジアのインフラ需要推計（十億米ドル、2016-30年）

マッキンゼー：世界のインフラ需要推計（十億米ドル、2016-30年）

McKinsey “Bridging Global Infrastructure Gaps” (2016)

2016-30年にGDP成長率3.3％を維持するためには、世界の名目
GDPの平均3.8％のインフラ投資が必要。
年平均3.3兆ドル、期間全体で49.1兆ドルとの推計。

SDGs達成のためには、更にインフラ投資に年平均1.1兆ドル、
気候変動・保健・教育・食料安保・生物多様性に2.4兆ドルが必要。

http://www.mckinsey.com/industries/capital-projects-and-infrastructure/our-insights/bridging-global-infrastructure-gaps?cid=eml-web

https://www.adb.org/sites/default/files/publication/227496/special-report-infrastructure.pdf

「ケタ違い」の投資需要



8http://www.thkforum.org/wp-content/uploads/2018/10/Blended-finance-Policy-Perspectives.pdf

動員Mobilize 民間資金を直接動員するファイナンス

触媒 Catalyze 市場創造に向けた政策改善や技術協力

従来型のODAの限界

「SDGs達成に係る膨大な開発ニーズを満たすことの出来
ないODAが、妥当性と有効性を保持するためには、動
員・触媒の最大化が重要」（OECD）

ODA拠出総額
1,426億ドル
（2016年、

過去最大規模）

開発途上国の
投資需要 3.9兆ドル
ギャップ 2.5兆ドル
（2016-30毎年）

ODAでは埋められ

ないケタ違いの資
金ギャップ

OECD Blended Finance Principles (2018)

Blended Financeを開発途上国の持続的発展に向けた開
発資金の民間資金動員に係る戦略的活用と定義

現時点でBlended Financeのマーケット規模は約500億ドル
だが、SDG達成に向けた資金ギャップを埋める有効な手段
として、今後拡大することが見込まれる

世銀カスケードアプローチ・MFD (2017)

民間資金の動員を通じて開発資金を最大化するため、開
発事業に関し、①商業ファイナンス、②上流改革による民
間触媒、③Blended Financeによる民間動員、の順序で対
応を検討し、それでも不可であれば、④ODA・公的資金を

活用する、という新たなアプローチを世銀グループ内で導
入。

商業ファイナンス
Commercial Financing

政策・法規制などの上流改革
Upstream Reforms for Market Failures

譲許的資源や保証等による補完
Risk Instruments & Credit Enhancements

公的ファイナンス・譲許的資金
Public and Concessional Financing

ケタ違いの開発需要に応えるため、民間資金を動員・触媒することが新たなODAの役割

新たなODAの役割 –民間資金の動員・触媒



● PPP方式を活用したインフラ整備案件の着実な形成と実施を促進する、途上国政府による各種施策の整備と活用を、
ニーズに応じて支援するための包括的支援メニューを用意。

● 上記途上国政府向け支援と併せ、事業に参画する日本企業・金融機関等に対しては、JBICの融資・保証、NEXIの貿易保
険、及びJICAの海外投融資（出資・融資）を活用して支援。

①VGF/事業収益補助

②出資

③融資

④政府保証

①Viability Gap Funding （VGF）

②Equity Back Finance (EBF)

③ツーステップローン

④PPPインフラ信用補完スタンドバイ借款

途上国政府による
PPPインフラ事業に係る各種施策

円借款による支援メニュー

SPC オフテーカー
（水道公社等）オフテイク契約

途上国
開発銀行等

JICA 

海外投融
資（出資）

融資

出資

③ 融資
② 出資

① VGF/事業収益補助

途上国政府

④ 政府保証

本邦
企業等

他国
企業等

途上国
国営企業

JICA 

海外投融資
（融資）

民間
銀行等

JBIC/NEXI

JBIC/NEXI

PPPインフラ整備促進に向けた円借款による包括的支援
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本借款は、途上国政府・国営企業等と日本企業が出資する電力・水・交通等のインフラ整備事業等に対して、
途上国政府出資金の原資を貸付け、PPPインフラ整備を促進するもの。

目

的

＜スキーム図＞

Equity Back Finance （EBF）円借款
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本借款は、途上国政府の実施するPPPインフラ事業に対して、原則として日本企業が出資する場合に途上国
政府が民間事業者に供与する採算補填（VGF）の原資を貸付け、PPPインフラ制度整備を促進するもの。

インフラ事業の中には、上水、廃棄物事業のように経済便益は高いものの、事業収入だけでは、民間事業者
が参入可能な事業採算性が見込まれない場合がある。そのような事業に対して、途上国政府が一定の事業
採算性を確保するために採算補填（Viability Gap Funding（VGF））を行うことがある。

背

景

目

的

＜VGFの効果＞ ＜スキーム図＞

VGF（Viability Gap Funding）円借款
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• PPPインフラ事業では、民間事業者と、事業者の生産物（水、電力等）を購入するオフテイカー（電力・水道公

社等）等との間でオフテイク契約が締結される。その際、民間事業者がコントロールできない理由（マクロ経済
ショックや政策変更等）により、オフテイカーからの支払いが滞る場合に備え、途上国政府が当該契約履行の
保証や、短期の流動性提供により、民間事業者のリスクを軽減することが望ましい。

• しかし、政府及びオフテイカーの信用力の低さから、政府による契約履行保証等があっても、民間事業者が
金融機関からの融資を得られず、当該PPP案件が成立しないことがある。

背

景

本借款は、途上国政府がオフテイク契約の履行保証や短期の流動性供給に必要な資金を確保するために、
同政府の要請に基づき当該資金を貸付け、政府とオフテイカーの信用力を補完することを以って、官民の適切
なリスク・シェアリングに基づくPPPインフラ制度整備を促進するもの。

目

的

PPPインフラ 信用補完スタンド・バイ借款
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2．コミットメント条件
 コミットメント期間（ディスバース期間）：個別に設定（最長30年）

 コミットメント額（承諾額）上限：個別に設定

 手数料：コミットメント額（承諾額）の0.5％を徴求。

3．貸付条件
 貸付金利の種類：変動金利のみ
 貸付金利水準：6ヶ月LIBOR+30-50bp

 償還期間：最長40年（最長コミットメント期間＝（30年）＋10年）の
範囲内で個別に設定。ただし、短期流動性支援の場合は10年。

1．貸付目的
① 政府保証の発動に至る以前の流動性不足に対する資金手当て
（短期的資金ショート支援）

② 政府保証履行に伴う資金手当て（相手国政府保証が対象とする
オフテイク契約破棄時の一括弁済等。）

13

PPPインフラ 信用補完スタンド・バイ借款の条件



14

財務省（金融機関局）

バングラデシュ銀行
（中央銀行）

市中銀行

首相府

コンポーネント２ （12.86億円）
“EBF”

ガス公社 通信会社

その他

コンポーネント３ （55.08億円）
“セクターローン”

コンポーネント１ （70.33億円）
“ツーステップローン”

首相府（経済特区庁）

電力公社

経済特区開発のためのSPC設立
（オンサイトインフラの整備）

周辺インフラの開発
進出する日本企業向けのタ

カ建て融資

ERD

日本側
デベロッパー

金融アクセスの悪さやインフラの不足、煩雑な行政手続きなど劣悪な投資環境を改善することにより、外国直
接投資の促進を図り、もって同国の製造業の高付加価値化や産業の多角化による経済発展に資するもの。
（2015年12月借款契約締結。承諾額158.25億円）

目

的

コンポーネント2（EBF)の現状：
 本邦企業とバ政府実施機関兼SPC出資者となる経済特区庁がSPC設立準備中

 SPC設立後、バ政府の出資金をディスバース予定

経済特区庁

投資促進・産業競争力強化
プロジェクト（技協。2017-2022）

経済特区開発促進、産業振興施策・

実施体制強化の支援

事例紹介：バングラデシュ外国直接投資促進事業
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調査方式（二段階方式）

本格調査

METI

F/S等

移行型
海
投
・円
借
款
に
よ
る

事
業
化

円借款 ビジネス化

予備調査

本調査は、予備調査、本格調査の二段階
に分け、それぞれ別の契約を締結する、
「二段階方式」にて実施。
2019年4月より、本格調査実施を前提としな
い「予備調査（単独型）」を導入。

なお、予備的な調査を企業が独自に実施
の上、本格調査の採択条件を満たす場合
には、予備調査を経ずに、本格調査から実
施することも可能。

●限度額：3,000万円

●事業の基本スキーム、（暫
定的な）資金計画・キャッ
シュフローの作成等、具体
的な案件形成及び事業実施
に向けた情報収集を実施

●限度額：1.2億円

●法務、財務、技術、マーケット調査、
環境社会配慮等の事業実施・開発及
び想定するファイナンスのアレンジに
必要な情報を幅広く網羅した調査を
実施

ワンストップ

（内閣官房）

単独型

自
社
等
に
よ
る
基
礎
的
調
査

協力準備調査（PPPインフラ事業）


